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令和５年度岩手県水産試験研究評価結果報告 
＜外部評価による研究機関評価及び研究課題評価結果報告＞ 

 
１ 概要 

  「岩手県試験研究機関に係る機関評価及び研究評価ガイドライン」及び「岩手県水産試験研究

評価実施要領」に基づき、岩手県水産試験研究評価委員会の開催により、①水産技術センターの

機関評価、②水産技術センターと内水面水産技術センターの主要研究課題に係る外部評価を実施

しました。 

 
２ 評価の実施方法 

（１）水産技術センター及び内水面水産技術センターによる内部評価の実施（４～５月） 
（２）岩手県水産試験研究評価委員会幹事会による委員会開催内容の検討（６～７月） 
（３）研究機関評価、研究課題評価に係る資料の事前送付（７月 21 日） 

   水産試験研究機関評価に係る説明資料、水産試験研究評価対象課題４件（中間評価３件、事

後評価１件）に係る資料等を評価委員へ送付し、事前検討を依頼。 
（４）岩手県水産試験研究評価委員会（９月４日開催） 

  ア 岩手県の水産試験研究の概要及び水産試験研究評価の仕組みについて事務局から説明。 
  イ 水産試験研究機関評価に係る説明資料について、事務局から説明のうえ、総合所見につい

て幹事長から報告。 
  ウ 評価対象課題ごとに研究担当者から説明。 
  エ 評価委員は、質疑等により評価対象課題の評価について検討。 
（５）評価シートの提出 
   評価委員は、評価対象課題の評価シートを水産技術センターへ提出。 
 
３ 評価項目 

（１）機関評価 

評価項目及び評価の視点 

１ 機関の運営方針・研究推進計画に関すること 

 ①県の政策・施策と業務運営方針との整合性 

 ②県の政策・施策と研究課題推進計画との整合性 

 ③研究課題推進計画等への県民、企業等のニーズの反映 

２ 組織体制に関すること 

 ①センターの意思決定のための適切な体制 

 ②研究現場の創意工夫や意見が活かされる体制 

 ③コンプライアンスの確立に向けた適切な取組 

３ 人員の配置及び研究員の育成に関すること 

 ①人員の適切な配置 

 ②大学院への入学、学会、研究等への参加等の推奨 

 ③試験研究開発に必要な技術の継承 

４ 予算の配分と研究施設・設備に関すること 

 ①経常的経費（人件費、施設維持管理費等）と政策的経費（研究費、事業費等）の適切な配分 

 ②研究に必要な施設・設備の確保、適切な維持管理、更新 

５ 大学、企業等との連携、外部資金の導入、受託研究への対応に関すること 

 ①大学、企業等との効率的な共同研究の推進 

 ②受託研究への適切な対応、積極的な競争的研究資金への応募 
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 ③共同研究の目的等に沿った適切な相手方との連携 

６ 研究開発に関すること 

 ①県民や産業界及び行政等のニーズ等を反映した課題設定 

 ②研究課題の適切な進行管理 

 ③研究課題の評価結果の次年度への反映 

７ 研究成果の活用に関すること 

 ①成果の適切な公表・広報 

 ②成果の十分な実用化・事業化 

 ③成果の知的財産権化の的確性 

８ 業務の情報発信に関すること 

 ①情報発信の対象、内容の適切性 

 ②情報発信の時期、頻度の適切性 

９ 総括的事項 

 現在の業務と機関設立の意義・目的の整合性 

 

（２）中間評価 

区分 評価項目 

１ 研究の進捗度 〇 研究目標の実現可能性 

２ 情勢変化への対応 〇 情勢変化への適合性 

３ 研究成績 〇 研究成績の妥当性 

４ 研究成果の発信 〇 研究成果の発信状況 

５ 当年度計画 〇 当年度計画の調整状況 

６ 実用化技術としての評価 〇 成果公表の予定時期 

総合評価 

研究課題の取扱 

 

（３）事後評価 

区分 評価項目 

１ 目標の達成 〇 目標の達成度 

２ 研究成果 〇 研究成果の水準 

３ 研究成果の波及効果 〇 波及効果 

４ 研究の発展 〇 研究の発展可能性 

総合評価 

研究課題の取扱 
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４ 評価結果の概要 

（１）機関評価（内水面水産技術センター） 

評価項目 ＜主な意見＞ 評  価 内水技の対応方針 

１ 機関の運営方針・研究推進計画に関すること ①〇80％、△20％、×0％ 

②〇80％、△20％、×0％ 

③〇60％、△40％、×0％ 

引き続き、県の

施策や県民のニ

ーズに対応した

運営方針・研究推

進計画を立案し

ていきます。 
なお、県内水産

業をめぐる急激

な変化にも対応

できるよう努め

ていきます。 
 

 〇岩手県の政策・施策に良くあった業務運営方針、研究課題推進計画がと

られており、広く県民や企業のニーズを考慮して研究課題が設定されて

いる。 

〇サクラマス増産技術の確立など、近年の漁業者のニーズに合致した技術

開発に取組み、成果を上げている。県内内水面水産物の防疫にとって必

要不可欠な役割を果たしている。 

〇現有の人員配置で精一杯の努力をされている。近年の県内水産業をめぐ

る急激な変化についてさらに踏み込んだ対応が期待される。 

〇「いわて県民計画」等、県の施策実現に向け具体的計画・方針を策定し、

技術開発等に取組まれるとともに、毎年度計画の見直しを行い、現場ニ

ーズ及び情勢変化等に的確に対応している。 

２ 組織体制に関すること ①〇60％、△40％、×0％ 

②〇60％、△40％、×0％ 

③〇40％、△40％、×20％ 

引き続き、職場

研修等を通じて、

コンプライアン

スの推進を図る

ほか、組織体制の

向上に取り組ん

でいきます。 
なお、コンプラ

イアンスについ

ては、職員自身が

自発的に法令・ル

ールを守ろうと

する意志を持っ

て行動すること

に取組むととも

に、コンプライア

ンス確立の日を

通じて組織改革

の向上に努めて

いきます。 
また、海面魚類

養殖については、

水産技術センタ

ー等と連携を深

めていきます。 

 〇限られた人員が個々の能力を効率よく発揮するとともに、それぞれの意

見が反映され、全体としてセンターの意思決定を取れる体制となってい

る。 
〇肩書きは複雑でわかりにくいが、実態は全員で現場に対応する体制とな

っている。広い県土で多様に展開されている内水漁業に十分に対応する

べく工夫が感じられる。コンプライアンスの確立に向けた取組みについ

ては自律的に行動するよう意識を高めるという方針で組織としての取

組みの詳細がわからなかった。 
〇本県における海面サーモン養殖の急激な伸びに対して、従来からの「魚

類養殖は内水面の所掌事項」という業務分担では十分な対応が難しくな

っていくのではないか。水産技術センターや海面、内水面養殖事業者団

体、研究機関との連携をさらに深めることで、内水面と海面の連携強化

をさらに進める必要があると考える。 
〇必要に応じた内部及び外部組織の設置・運営により、適切な業務運営が

図られるとともに、「岩手県職員憲章」の具体化に向けた取組み等によ

り、コンプライアンスの確立を目指している。 

３ 人員の配置及び研究員の育成に関すること ①〇20％、△80％、×0％ 

②〇20％、△80％、×0％ 

③〇20％、△80％、×0％ 

必要な人員の

確保に努めると

ともに、研究員に

ついては技術の 〇必要とされる業務や研究開発を実施するためにはまだ人員が不足して
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いる。近年は若手研究員が採用・配置されて、年齢構成の高齢への偏り

が改善されたが、中堅層が不足しており、この数年で退職となる職員が

多いことから、試験研究開発に必要な技術の継承を早急に図る必要があ

る。 

〇今後、増加が予想される養殖に対応するために、種苗や中間育成の安定

生産が大きな役割になることが予想される。それらを支えている技術補

助員の安定雇用は必須である。 

〇所長をはじめとして多くの試験研究職員が着任間もない現在の状況で

は、先任担当者からの問題意識や技術課題等の継承が十分に行われてい

るか注視していく必要があると考える。 

継承のほか、課題

の継承も含め育

成に取り組んで

いきます。 

４ 予算の配分と研究施設・設備に関すること ①〇20％、△60％、×20％ 

②〇40％、△60％、×0％ 

外部資金の活

用も含め、必要な

予算の確保に努

めるとともに、老

朽化が進行して

いる研究施設・設

備の計画的な修

繕・整備に取り組

んでいきます。 

 〇上記の人員とともに、経常的経費、政策的経費のいずれも必要性に応じ

た配分にははるかに及ばない。研究施設や設備も、果たしている役割か

ら見て十分とは言えない。 

〇魚病検査などを下支えしている研究補助員を安定雇用する人件費の確

保が必要。施設の老朽化が進む中、設備管理は計画的に行われている。 

〇現状では増加している政策課題への対応に多くの設備を振り向けてお

り、新規研究に使える設備は限定される。そのような状況下で限られた

資源を用いて最大限の成果を挙げるべく努力されている。 

〇期待されているさけます増殖関連事業費の計上がなされるとともに、老

朽化している施設の修繕・整備の経費が計画的に計上されている。 

５ 大学、企業等との連携、外部資金の導入、受託

研究への対応に関すること 

①〇100％、△0％、×0％ 

②〇20％、△80％、×0％ 

③〇60％、△40％、×0％ 

引き続き、関係

機関との連携の

充実を図るとと

もに、外部資金の

活用により課題

の対応に取り組

んでいきます。 

 〇大学や企業等と効率的に共同研究を実施しており、限られた人員で多く

の業績を上げていることを高く評価する。競争的研究資金については、

より積極的な応募が望まれるが、そのためには人員を増強して各研究員

の研究時間をより多く確保する必要があると思われる。 
〇関連する大学や企業等との共同研究や情報交換等を積極的に取り組ん

でいる。 
〇競争的資金への応募実績は報告されていないが、競争的資金に予算配分

のない連携機関としての参加実績はあるので、実績として挙げても良い

のではないか。 
〇現状では限られた人員配置の中で政策的課題への対応だけで精一杯の

努力をしているため、試験研究職員独自の発想による新規研究の立ちあ

げは難しい状況にあると言わざるを得ない。限られた財源の中でこの点

を改善していくためには大学等外部研究機関との共同研究をさらに進

める必要がある。 
〇大学、企業等と現場ニーズにあった共同研究がなされている。 

６ 研究開発に関すること ①〇60％、△40％、×0％ 

②〇60％、△40％、×0％ 

③〇60％、△40％、×0％ 

引き続き、県民

や地域等のニー

ズへ柔軟に対応

するとともに、課

題に基づく研究

開発に取り組ん

 〇研究課題の設定は、県民や産業界のニーズ等を良く反映しており、進行

管理も適切に行われている。評価結果を次年度の研究によく反映させて

効率的に研究を遂行している。 
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〇県内で急速に進む海面養殖用種苗生産技術の確立への対応ができてい

る。今後、多様な履歴の増養殖用種苗が現場に投入されるので、防疫体

制の強化が必要と考える。 

〇近年、試験研究職員の急激な交代により、急激な変化を見せている本県

の魚類養殖産業に対して、地域の要請に応える形でこれまで培ってきた

課題設定や試験研究が適切に継承されていくかについて注視する必要

があると考える。 

〇現場ニーズを把握した課題設定がなされるとともに、課題に基づく計画

のローリングが行われている。 

でいきます。 
 

７ 研究成果の活用に関すること ①〇40％、△60％、×0％ 

②〇80％、△20％、×0％ 

③〇20％、△80％、×0％ 

引き続き、研修

会の開催等によ

り養殖業者やふ

化場担当者等へ

の情報提供に努

めるとともに、研

究成果の内容に

応じた媒体の活

用により、公表や

広報に取り組ん

でいきます。 

 〇成果の実用化、事業化は積極的に行われているが、広報活動については

十分とは言えない。岩手県の内水面漁業のさらなる発展のためには、セ

ンターの研究成果について様々な手段を用いてもっと積極的にアピー

ルすることが望まれる。 

〇調査結果や研究成果はホームページ等で公表し、また報告会や研修会当

で現場へ周知している。加えて、報道にも取り上げられている。 

〇成果についてはホームページに公開されているが、内容によっては、速

報性や波及効果の高い SNS 等を利用した手法で行った方が効果的と考え

る。 

〇ギンザケ種卵生産事業など地域からの新たな要請に的確に応えようと

している。今後、海面サーモン養殖事業規模拡大によりさらに多くの要

請が出てくる可能性が高く、さらに戦略的な事業展開が期待される。 

〇サクラマス放流用種苗安定生産技術のマニュアル化と配布、病虫害防除

に関する技術普及など、成果の活用が適切になされている。 

８ 業務の情報発信に関すること ①〇0％、△100％、×0％ 

②〇0％、△100％、×0％ 

引き続き、研究

内容に応じた媒

体の活用により、

情報発信に取り

組んでいきます。 

 〇センターの活動や研究成果についての情報を広く発信するためには、

SNS などを含めたより多くの媒体を使った積極的・効果的な発信が望

まれる。 
〇SNS を利用した広報が有効と思うが、職員 6 名体制で SNS まで対応す

るのは大変なので、県の公聴広報課と連携するなど考えてはどうか。 
〇刊行物の発行、ホームページへの掲載などによる情報発信が行われてい

る。 

９ 総括的事項 〇60％、△40％、×0％ 引き続き、必要

な人員や予算の

確保に向けて主

管課等との協議

を重ねるほか、現

況について共通

認識を図り、水産

業に携わる行政

部局との連携の

もと、現場ニーズ

に対応した業務

 〇業務内容は機関設立の意義・目的によく合っており、効率的に業務が行

われているが、その目的・役割に見合った業務を十分に実施するために

は、人員や経費、施設の大幅な増強が必要である。それらが十分ではな

い状況において、多くの成果を上げていることを高く評価する。 
〇今後、安定した増養殖種苗の生産技術や、魚病へのリスクヘッジなど、

当センターの重要性が益々大きくなると考えられる。 
〇設立当初の「県内内水面漁業振興」の枠組みを超える要請が出始めてい

る現状に鑑み、行政部局も含めてより柔軟な連携体制が必要になるので

はないか。 

〇本県漁業関係者のニーズにあった研究が実施されており、機関設立の意
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義・目的に沿った業務がなされている。 の実施と成果の

提供に取り組ん

でいきます。 

 

※評価区分の説明 

区 分 〇 △ × 

評 価 評価できる 普通 改善が必要 
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（２）中間評価 

課題名 
総合 
評価 

研究課題 
の取扱 

主なコメント 取扱方針 

秋 サ ケ 増

殖 に 関 す

る研究 

A：5 人 

 

A：5 人 

 

〇地域水産業から強い期待を受ける喫緊の研究課

題である。初期減耗軽減に向けての健苗性向上に

向けて、対象種の生理にまで切り込んだ従来にはな

い研究である。 

〇本県沿岸域おける主要水産物である秋サケ資源

の早期回復は、生産、加工から流通にいたるまでの

関係業界が切望するものであり、継続した研究の実

施が求められる。 

〇サケ資源を人為的に回復させるため、関係機関と

緊密に連携を図りながら科学的な知見に基づいた

取り組みを継続していることを高く評価する。 

〇近年の秋サケの漁獲低迷、今後の海洋環境予測

など、秋サケ漁獲回復の展望は引続き厳しい中、海

洋環境のデータに基づく地道なデータの蓄積は高く

評価できる。 

〇回帰率の予測に関しては、より精度の高い方法が

確立されることを期待する。また、由来親魚の遡上

時期による高水温耐性については、追試等により再

現性が得られればより良い。 

〇今後、さらに異分野の研究者との交流を進めるこ

とで、幅広い視点からの研究展開を期待する。 

 

【計画どおり実施】 

ご意見を踏まえ、計

画どおり研究を進めま

す。 

なお、秋サケ資源の

回復については、漁業

団体、加工業者等から

強い関心と期待を持た

れていることから、早期

の資源回復に向け、国

等や大学とこれまで以

上 に 連 携を取 り な が

ら、試験・研究を実施

し、早期の現場実装に

取り組んでいきます。 

二 枚 貝 等

養 殖 の 安

定 生 産 に

関 す る 研

究 《 ア サ リ

増 養 殖 技

術の検討》 

A：1 人 

B：4 人 

A：5 人 〇全国的に資源量の減少が著しいアサリについて、

岩手県は新たな養殖産地としての大きな可能性を

持っており、そのための重要な研究開発と評価する

が、事業化には採算性を上げる必要があり、そのた

めの新たな取り組みが必要である。 

〇岩手県内でのアサリ養殖の実用化に向け、種苗

生産及び中間育成方法の確立は概ね完了し、養殖

技術に関する問題点も整理された上で今年度中の

対策が見込まれている。現状では今年度中の生産

現場への導入は困難であると思われるが、技術的

に養殖可能であることを実証する段階まで到達して

ほしい。 

〇数十万規模の種苗の量産に目処が立って、現場

での試験も進んでいる。 

〇貝毒問題、海洋環境変動の影響により、既存業

態への影響を軽減するための選択肢の一つとして

重要と考える。本技術単体での事業化は採算面か

ら厳しいとの説明であったが、現状の養殖業態との

複合や生産物の商品価値向上（ブランド化）などに

向けた研究展開を考えてみてはいかがか。 

〇種苗生産等については計画どおりの成果を得て

いるが、事業化に向けての課題解決が必要とされて

いる。 

 

【一部見直して実施】 

ご意見を踏まえ、一

部計画を見直して実施

します。 

なお、採算性につい

ても検討し、ブランディ

ングに向けた取組を検

討します。 

主 要 湾 の

底 質 環 境

に 関 す る

研究 

A：5 人 

 

A：5 人 

 

〇きわめて重要なモニタリングであり、継続的な取り

組みを行っていることを評価する。 

〇計画的なサンプリングと分析の実施により、有用

なデータの蓄積が行われている。 

〇モニタリングのデータは継続性が重要。もし、新た

な指標の導入することになった場合に、過去にも遡

れるように、試料の冷凍保管についても検討が必要

【計画どおり実施】 

ご意見を踏まえ、計

画どおり研究を進めま

す。 

なお、場所による違

いや経変年化などの

要因解析も同時に進
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だと思う。 

〇東日本大震災前後の漁場環境変化を知る上で貴

重な財産と考える。さらに昨今の海洋環境変動激甚

化の影響を知る上でも今後も継続するべきと考え

る。その上で、調査の精細度を上げることが重要と

考えるが、公設試単体で行える調査には限界がある

ため、地域の他の研究機関との連携が益々重要に

なると考える。 

〇震災前後から現在までのデータ蓄積による県内

主要湾の底質の経年変化の把握と魚類養殖の影響

調査もなされているほか、新たな底質評価方法の検

討もなされるなど、順調な進行状況にある。 

めていきます。 
 

 
【評価区分】 

区 分 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

総合評価 特筆すべき進行

状況にある 
順調であり問題

なし 
ほぼ順調だが改善

の余地あり 
研究方法を変更

する必要がある 
研究を中止する

必要がある 
研究課題

の取扱 
 
 

計画どおり実施 一部見直して実施 計画再考 廃止 

 

 

（３）事後評価 

課題名 
総合 
評価 

研究課題 
の採択 

主なコメント 取扱方針 

二 枚 貝 等

養 殖 の 安

定 生 産 に

関 す る 研

究《カキ類

の 新 し い

生 産 技 術

導 入 の 検

討》 

A：1 人 

B：2 人 

C：2 人 

 

B：5 人 〇マガキのシングルシード生産技術はほぼ完成し

たが、採算性が見込めないため目的としていた事

業化に至っていない。 

〇生産性が高いと考えられるシングルシード種苗

生産・中間育成・養殖技術の開発・確立につい

て、マガキにおいて達成されている。また、効率的

な種苗生産法と考えられるシングルシード法につ

いて、普及には至らなかったものの、漁業者により

実施され、問題点が整理された。 

〇そもそも高付加価値なマガキをオイスターバー

に展開できると期待してシングルシードの開発が

行われたが、普及拡大が不調なのは、コロナ渦で

外食産業が低調になったことも影響していると思

われる。外食産業の復調によって、普及が進むこ

とを期待して、地道に課題解決に努めるべきであ

る。 

〇事業化に向けて本県産シングルシードマガキの

商品性、事業性向上に向けた課題の洗い出しが

重要と考える。 

〇種苗生産から養殖技術の開発までの研究成果

は得られているが、採算面から現場での事業が課

題となっている。 

 

【完了】 

当課題の研究期間は

終了となりますが、海洋

環境の変化に伴い、従

来のホタテガイ養殖等

の継続が厳しくなってい

る今、カキ養殖はこれま

で以上に重要となるもの

と思われることから、これ

までの研究の知見を踏

まえ、新たな研究課題

の設定によりカキ養殖の

拡大を目指します。 

  
 
【評価区分】 

区 分 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

総合評価 特筆すべき研究

成果 
研究成果は目的

を十分達成 
研究成果はほぼ

目的を達成 
研究成果は大きく

目標を下回った 
研究成果は目標達

成できなかった 
研究課題

の取扱 
 
 

完了 新規課題化 廃止  
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５ 外部評価委員 

区  分 所 属 等 氏  名 

学識経験者 

東京大学大気海洋研究所・教授 河村  知彦 

国立研究開発法人水産研究・教育機構 
水産技術研究所企画調整部門・特任部長 

湯浅   啓 

北里大学海洋生命科学部附属三陸臨海教育研究センター・
副センター長、特任教授 

笠井  宏朗 

岩手大学三陸水産研究センター・センター長 平井  俊朗 

水産団体役職員 岩手県漁業協同組合連合会指導部長 佐々木 安彦 

（順不同、敬称略） 
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研究課題名  秋サケ増殖に関する研究（中間評価） 
 
研究全体計画 
［背景・目的］  
 
 
 
 
 
 
 
［課題構成］ 
 
 
 
 
 
［年次計画］ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
［到達目標］  
 
 
 
 
［期待効果］ 
 
 
 
 
 

 

 

 

サケ回帰尾数の回復 

増殖事業の安定推進と資源変動要因の解明 
海況変化に対応した種苗生産・放流技術の開発 

民間ふ化場事業規模による種
苗生産・放流技術の開発 
岩手水技セ、東京大学、岩手大学、 

静岡大学 

令和１～３年 

飼育条件（密度・餌料・流速）

の検討 

標識放流魚の回帰状況把握 

北上川水系資源の特徴把握 

さけます等栽培対象資源対策事業 

岩手水技セ、水研、水技研 

北里大学、北海道大学 等 

令和１～５年 
【大規模実証試験施設】 
遊泳力強化技術の開発 

【山田湾】 
海中飼育手法の開発 
（海水馴致、飼育条件検討） 

【追跡調査】 
遊泳力強化・海中飼育稚魚の初

期生残率の把握 

秋サケ回帰予測の精度向上 
岩手県沿岸域における幼稚魚減耗要因の推定 

回帰予測と精度向上 
（親魚と幼稚魚のモニタリング） 

岩手水技セ 

令和１～５年 

回帰予測と検証、方法改良 

特定河川回帰親魚調査 
春季幼稚魚分布密度調査 

計画的種卵確保の実践 
岩手県沿岸幼稚魚の減耗緩和対策 

岩手県沿岸の環境変化に合った 
サケ種苗生産・放流の実践 

度重なる災害、高水温

令和４～５年 

飼育条件（密度・餌料・流速）

の検討 

標識放流魚の回帰状況把握 

北上川水系資源と類似する資

源の探索 

令和３～５年 

「サケふ化飼育管理の手引」見直しの検討 

安定した増殖事業の継続実施とサケ回帰尾数の回復 

既存の飼育放流技術の改良 

環境変化に対応した飼育技術の開発 

改訂マニュアルによる現場

（さけ・ます不漁対策事業） 
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研究課題名  二枚貝等養殖の安定生産に関する研究《アサリ増養殖技術の検討》（中間評価） 
 
研究全体計画 
 
［背景・目的］ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
［課題構成］ 
 
 
 
 
 
［年次計画］ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
［到達目標］ 
 
 
 
 
［期待効果］ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

アサリの人工種苗生産方法の確立・普及 

R1～2 

本県沿岸の漁場の特徴に合わせた種苗生産・中間育成・養殖方法の検討 

本県沿岸の漁場の特徴に合わせた増養殖方法の

確立 

既存の養殖品目に次ぐ新たな養殖品目の開発 

・比較的簡易な条件下で

種苗生産可能である可

能性 

・生産者及び養殖施設の減

少による県養殖生産量

の減少 

・アサリ国内自給率の減少 

R3～R5 

①本県沿岸の漁場の特徴に合わせた種苗生産・中間育成・養殖方法の確立 

  アサリ種苗量産技術開発 

②県内各地生産現場への導入 

 

アサリの生産量増大による漁業者の収益向上 
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研究課題名  主要湾の底質環境に関する研究（中間評価） 
 
研究全体計画 
 

［背景・目的］ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
［課題構成］ 
 
 
 
 
 
［年次計画］ 
 
 
 
 
 
 
［到達目標］      
 
 
［期待効果］ 

                
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和１年度 広田湾調査 

令和２年度 大槌湾調査 

令和３年度 山田湾調査 

令和４年度 宮古湾調査 

令和５年度 久慈湾調査 

的確な底質環境評価・漁場利用方策提言 

漁場利用適否判明・今後の利用方策改善・生産性及び品質の維持・向上 

底質悪化防止策・適正利用策が必要 

底質環境の適正な把握が必要 

理化学調査と底生生物調査を組み合わせた底質環境評価 

増養殖漁場の適正利用・生産性及び品質の維持 

陸域からの流入や長年の漁

場行使による有機物堆積 
環境悪化 

→生産性低下・品質低下 

水産用水基準によらない岩手県内湾域の漁場環境を的確に評価する手法の確立 
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研究課題名  二枚貝等養殖の安定生産に関する研究《カキ類の新しい生産技術導入の検討》 

（事後評価） 
 
研究全体計画 

 
［背景・目的］ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
［課題構成］ 
 
 
 
 
 
［年次計画］ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
［到達目標］ 
 
 
 
 
 
 
［期待効果］ 
 
 
 
 
  

安定的及び効率的な人工種苗生産・中間育成・養殖技術の確立 

H24～30 

シングルシード種苗生産・中間育成・養殖技術の開発 

①  生産効率の高い種苗生産・中間育成・養殖技術の確立 

②  効率的な種苗生産体制の生産現場への導入 

カキ類養殖漁場の拡大及び生産量の増大による 

本県カキ類のブランド力向上 

種苗の安定確保 
効率的に高品質なカキ類を育成する養殖方法の確立 

海外での疾病の発生 
病原体持ち込みの懸念 

出荷制限 

東日本大震災の津波 
による種苗生産地の被災 

種苗不足の懸念 
ノロウィルス汚染 

R1～4 

①シングルシード種苗生産・中間育成・養殖技術の確立 

②シングルシード養殖の導入 


